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取付業務に従事するというものであった。平成 23 年５月 11 日以降，Ａは，
組立作業終了後，Ｔクラフト社の試作部門の応援作業にも従事するようにな







（3）　Ａの労働時間数は，本件疾患の発症前１週間（平成 23 年９月 20 日から
同月 26 日）は，総労働時間数約 60 時間，時間外労働時間数は約 20 時間であっ
た。同月 22 日および 23 日は休日であった。発症前６か月間のＡの時間外労
働時間数をひと月ごとにみると，発症前１か月目は約 86 時間，２か月目は約



















きであり（最２小判昭和 51 年 11 月 12 日裁判集民事 119 号 189 頁参照），業
務と疾病との間の相当因果関係の有無は，その疾病が当該業務に内在する危
険が現実化したものと評価し得るか否かによって決せられるべきである（最




























が少なくとも 85 時間 48 分以上であり，発症前２から６か月の時間外労働時
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164 － 遺族補償給付等を不支給とした決定が取り消された例―国・半田労基署長（テー・エス・シー）事件・名古屋高判平 29・2・23 労判 1160 号 45 頁（山川）
て「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）の認定基






















（１） 　なお，国・豊橋労基署長（マツヤデンキ）事件・名古屋高判平 22・4・16 労判 1006
号は，身体障害を有する労働者がその障害たる基礎疾患の悪化により発症した場合に
は，本人基準説をとるべきとしている。
















































（２） 　たとえば，国・三田労基署長（ヘキストジャパン）事件・東京地判平 23・11・10 労




（３） 　たとえば，国・福岡東労基署長（將田運送）事件・福岡地判平 26・10・1 労判 1107
号 5 頁。






















26 労判 1043 号 67 頁は，新認定基準の前提とする「労働基準法施行規則専門検討会」





判 111 号 31 頁等。
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（６） 　発症前２か月間ないし４か月間の時間外労働時間数が１か月当たり 65 時間以上で
あっても，業務にかかる精神的緊張，死亡直前の長距離夜間運転業務を総合して，死
亡と業務との間に相当因果関係を認めた例として，国・常総労基署長（旧和光電気）
事件・東京地判平 25・2・28 労判 1074 号 34 頁。
（７） 　Ｚ社を退職後 113 日後に再就職して２か月強就労後にくも膜下出血を発症し死亡し
たＡの遺族Ｘが，Ｚ社での長時間労働が原因で発症したとして遺族補償給付等を請求
した事案で，Ｚ社での過重労働を認めて請求を認容したものとして，国・足立労基署
長（クオーク）事件・東京地判平 23・4・18 労判 1031 号 16 頁。
170 － 遺族補償給付等を不支給とした決定が取り消された例―国・半田労基署長（テー・エス・シー）事件・名古屋高判平 29・2・23 労判 1160 号 45 頁（山川）
業務の過重性判断をすることの妥当性を，平均的労働者のライフスタイルを
踏まえて検討する必要があるのではと思われた（精神的負荷の大きな業務の
場合は，それが睡眠にどのような影響を一般的に与えるのかという観点から
の医学的知見がどのようなものかに関心が生じる）。
（８） 　過労死防止の観点，ワーク・ライフ・バランスの視点の欠如などに現在の労災認定
基準の不十分さがあると指摘するものとして，川田知子「過労死と安全衛生・労災補償」
日本労働法学会編『講座労働法の再生　第３巻』（日本評論社，2017 年）234 頁以下参照。
